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日本放送協会との放送受信契約の入居者等への説明について 

 

 

平素より老人福祉行政の推進にご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

今年度、日本放送協会（以下「ＮＨＫ」という。）において、受信料の値下げや免除対象

の拡大、割増金制度の開始等の制度変更が実施されますが、こうした中で、有料老人ホー

ムの入居者やそのご家族等（以下「入居者等」という。）からもＮＨＫに対し、受信契約の

要否や必要な手続き等に対する問合せが増加しているところです。 

つきましては、入居者等に対する不利益防止等の観点から、下記の内容について御了知

いただくとともに、管内市区町村並びに有料老人ホームへの周知をお願いします。 

なお、本事務連絡は、ＮＨＫと協議済みであるとともに、地方自治法（昭和22年法律第

67号）第245条の４第１項の規定に基づく技術的な助言であることを申し添えます。 

 

 

記 

 

 

１． 契約手続きにおける入居者等への説明について 

重要事項説明書については「有料老人ホームの設置運営標準指導指針について」（平成

14年７月18日付け老発第0718003号厚生労働省老健局長通知）において、「入居契約に関

する重要な事項を説明するため、別紙様式に基づき「重要事項説明書」を作成するもの

とし、入居者に誤解を与えることがないよう必要な事項を実態に即して正確に記載する

こと」とされています。 

有料老人ホームの居室にＴＶを設置する際、必要な手続きに関して重要事項説明書に

おける記載や入居者に対する説明が不十分である場合には、入居者の不利益に繋がると

も懸念されることから、入居者に対し「ＮＨＫ受信料の窓口」を案内する等、有料老人

ホーム運営事業者に対し適切に助言を行っていただくようお願いします。 

また、居室にテレビを設置した場合は、入居者による手続きが必要となる旨を重要事

項説明書の様式・ひな形に明記することも有効であると考えられます。 

 

 

２．福祉の手続きに関するガイドブック・リーフレット等への記載について 

各自治体で作成・配布している福祉の手続きに関するガイドブック・リーフレット等

において、ＮＨＫ放送受信料の減免手続きを紹介していただいている場合もありますが、



例えば、「ＮＨＫ受信料の窓口」のアドレスやＱＲコードを掲載することも自治体窓口

の負担軽減に資すると考えられることから検討をお願いします。 

 

○「ＮＨＫ受信料の窓口」のホームページアドレス及びＱＲコード 

  ・ホームページアドレス：https://www.nhk-cs.jp/jushinryo/ 

  ・ＱＲコード：  

            

 

３．自治体・有料老人ホームへのＮＨＫからの各種案内について 

  本事務連絡の発出後、内容の説明のため各自治体の老人福祉主管部局に対しＮＨＫか

ら相談・連絡があるほか、公益社団法人 全国有料老人ホーム協会を通じて会員法人宛

にＮＨＫの有料老人ホーム向けチラシ（別添）等が配布される予定であるので、御了知

ください。 

 

  以上 
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